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　1．はじめに

　これまで化石燃料は世界中で最も有力なエネル
ギー源として見なされてきたが、CO2 排出による
地球温暖化や差し迫る石油と天然ガスの枯渇の予
測などのため、多くの国々では再生可能エネル
ギーの有効活用を政策上の重要課題とし、産業政
策の観点からも再生可能エネルギーの普及を図っ
ている。特に太陽光を直接電力に変換し、発電や
輸送のコストがかからない太陽光発電（PV）シス
テムは分散型電源として将来性が高く普及してい
る。分散型電源の特徴は、電力系統への接続だけ
でなく、電力系統に接続せずに電力の供給を実現
することであり、災害時などでの電力供給の問題
に対する解決策としても有効である。日本政府は

2030 年度の電源構成における再生可能エネルギー
の割合を 22 ～ 24% とすることを目指しているが、
現在は 15% 程度に留まっており、再生可能エネル
ギーの効率的な普及が課題となっている。
　再生可能エネルギーのようなイノベーションの
普及は、様々な要因が相互に結び付いている複雑
なプロセスであり、社会システムの中でのコミュ
ニケーションの役割が重要である。イノベーショ
ンの普及には、技術的や経済的、社会的な側面に
よる多くの不確実性が含まれており、特に再生可
能エネルギーの普及のプロセスを解明するのは容
易ではない（Zhai and Williams, 2012）。イノベー
ションの普及には、たとえイノベーションが明確
な利点を持っていたとしても、長い時間がかかる

（Rogers, 2003）。そのため、特に再生可能エネル
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イノベーションの普及と太陽光発電システムの普及政策
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要　　　　　約

　近年、地球温暖化対策や化石燃料の枯渇危機などの問題から、エネルギーの効率的な利用
と再生可能エネルギーの活用がエネルギー政策や産業政策などの観点から重要課題となって
いる。特に普及が進んでいる太陽光発電システムは分散型電源としての利用可能性が高いが、
今後は費用や地理的な観点からの効率的な普及を目指す必要がある。そのためには、太陽光
発電システムの普及要因を特定することで的確な普及予測を行い、効率的な普及を促す政策
を立案する必要がある。本稿では、イノベーションの普及のメカニズムを説明し、太陽光発
電システムの普及の要因とそれを妨げる要因について検討することで、太陽光発電システム
の効率的な活用を実現するための望ましい普及政策について議論する。
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ギーのような環境的な便益を生じるイノベーショ
ンに関しては、その普及のプロセスを解明し、そ
れを利用することが重要課題である（Brown, 

2001）。本稿では、先行研究の成果をもとに、そ
の方法論や普及のメカニズムについて説明する。
　環境に便益を与えるイノベーションの普及の遅
さの主な原因は購入費用の高さである（Brown, 

2001）。さらにイノベーションの普及は市場の不
完全な情報と関連し、そしてそれに制約されるた
め、その普及率は政策に強く影響される（Jaffe et 

al., 2005）。特に再生可能エネルギーに関しては、
経済的な費用と CO2 排出削減の環境的な便益との
比較が難しく、さらには既存のエネルギーシステ
ムとの不協和もあり、普及のプロセスが遅い

（Islam, 2014）。イノベーションの採用には複雑な
意思決定プロセスが内在し、一般的な消費者は持
たないような高度な情報を必要とする。さらには、
消費者は初期段階では完全なものとは程遠い情報
しか持たない（Jager, 2006）。そして技術な観点か
らは、PV パネルの耐用性、コンポネントの故障、
運用の信頼性などの問題もある。このような意思
決定を遅らせる要因が PV システムの普及を妨げ
る最大の要因である。そのため、PV システムの
購入のサポートに対しては十分な配慮が必要であ
る（Orioli and Gangi, 2014）。このような市場の失
敗に対しては、普及を促す政策を実施することで、
投資による利益を増大させ、普及率をスピード
アップさせることができる。
　PV システムの導入においては、消費者は経済
的な利益に関心を示すため、潜在的な消費者に対
する経済的なアプローチは大変有効である（dos 

Santos, 2018）。再生可能エネルギーの導入を直接
刺激する政策にはフィードイン・タリフ（Feed-in 

Tariff, FIT）や課税所得控除などがある。FIT とは、
電力を販売する消費者に対して、市場の電力の販
売価格よりも高い価格を支払う仕組み、つまり、
発電された再生可能エネルギーの電力に対する金
銭的な報酬を支払う仕組みのことである。このタ
リフ（電力会社への売電価格）の変化は投資に大
きな影響を与えるため、再生可能エネルギーの投
資においては正味現在価値や内部収益率などの分

析が重要である。FIT は再生可能エネルギーの導
入を促す主要なインセンティブであり、多くの
国々で再生可能エネルギー市場を育成するために
採用されている。そして FIT は CO2 排出を削減す
るという点でも最も効果的な政策の一つであると
考えられている（Castaneda et al, 2018）。しかし
ながら、FIT の運用には財政負担の増大という問
題を伴うため、近年、各国で FIT に代わる普及政
策が検討され実施されている。本稿では、PV シ
ステムの普及のための政策の効果を検討すること
で、望ましい普及政策について議論する。
　本研究の構成は以下の通りである。2 節ではイ
ノベーションの普及の特徴を説明する。そして普
及を分析するモデルとして、3 節では Bass モデル、
4 節では離散選択モデル、5 節ではシステムダイ
ナミックスを説明する。6 節では PV システムの
普及の現状と問題点を指摘し、普及を促すための
政策の効果について検討する。7 節では結論を述
べる。

　2．イノベーションの普及

　普及という概念は、社会や経済の中の個人や企
業が新しい技術を採用したり古い技術を新しいも
のに置き換えたりするプロセスを説明する際によ
く用いられる（Peres et al., 2010）。製品のイノベー
ションの導入と却下におけるオピニオンリーダー
の役割は古くから認識されており（Trade, 1903）、
これまでも宣伝や口コミなどの要因が製品のイノ
ベーションの普及に重要な影響を与えることが指
摘されてきた（Bass et al., 1994）。社会や経済のグ
ローバル化は、イノベーションの普及を説明する
初期の研究で想定されていた領域を拡大し、イノ
ベーションの普及における内的や外的な要因の影
響を考慮する研究につながった（Massiani and 

Gohs, 2015）。
　イノベーションは社会システムの中でコミュニ
ケーション、特に新しいアイディアと結びついた
メッセージによる特別なコミュニケーションを通
して伝播する。また、イノベーションの普及は、
社会の動きに影響される消費者間の相互関係を含
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む新しい製品やサービスの市場への浸透のプロセ
スであると定義することができる（Peres et al., 

2010）。このイノベーションの浸透のプロセスに
おけるコミュニケーションと相互作用との関係な
どの要因が重要となるにつれ、普及に関する研究
の範囲は拡大し複雑になっている（Huarng et al., 

2015）。例えば、イノベーションの普及における
コミュニケーションや技術の可視性、ソーシャル
メディアなどの役割（Bollinger and Gillingham, 

2012; Graziano and Gillingham, 2014）、 イ ノ ベ ー
ションの普及率にピア効果が与える重要性（Palm, 

2017）なども議論されている。
　これまで見てきたような製品のイノベーション
と比較して、技術のイノベーションの普及には異
なる点がいくつかある。まず、技術のイノベーショ
ンの普及は、導入のリスクとスイッチングコスト
が高いため、製品のイノベーションと比べると複
雑である。そして、技術の導入者は基本的には企
業であり、導入の決定には関連する設備や技術の
有無なども影響する（Huarng et al., 2015）。また、
技術のイノベーションの導入のスピードは、業界
の 競 争 環 境 に 強 く 影 響 す る（Gatignon et al., 

1989）。
　再生可能エネルギーに対するインセンティブ政
策は技術のイノベーションの普及を促し、電力市
場を競争的にするとともに、再生可能エネルギー
の魅力を高めることとなった。特に普及が進んだ
PV システムの費用の低下は技術の競争力を高め
るとともに業界の効率性を増大させたため、導入
のインセンティブを高める政策の効果とともに製
品のイノベーションを強力に促進した（Lee et al., 

2012）。
　技術のイノベーションにおいては、ラーニング
効果により更なる費用低下と普及の促進が期待さ
れている（Kumar and Krishnan, 2002）。例えば、
イノベーションが遅れて導入される国は、イノ
ベーションが数年早く導入されるリードした国の
イノベーションを導入することから大きな便益を
得る。つまり、リード国は導入の経験からより多
くの製品や技術の情報を学ぶための十分な時間と
機会を得るが、ラグ国は製品や技術の社会におけ

る認知度や受容性を向上でき、イノベーションを
導入する際のリスクを低下させ、市場の浸透を加
速させることができる（Kalish et al., 1995）。そし
て、これらの国の間ではリード・ラグ効果と呼ば
れるイノベーションの普及率に有意な違いが生じ
る（Munshi, 2004）。ラーニング効果は国境をまた
ぐ普及に影響を与えるため、イノベーションがあ
る地域に独立的に浸透するのはほとんど不可能で
ある。したがって、国家間や地域間における相互
作用の関係は技術のイノベーションの普及に重要
な役割を果たしている（Robertson and Gatignon, 

1986）。

　3．Bass モデル

　Bass （1969） によって提案された Bass モデルは
イノベーションの普及を説明する際、最も広く用
いられているモデルである。このモデルはイノ
ベーションの普及の基礎的な理論であり、時間の
経過とともに市場の普及率が S 字型の曲線を描く
状況を説明している。Bass モデルは新製品の販売
の予測のためのツールとして導入され、このモデ
ルを用いることで、導入者の意思決定の結果とし
ての新製品の成長を予測することができる。この
モデルは新製品の普及に関するモデルで最も一般
的なものの一つであり、マーケティング戦略や技
術の管理などの他の分野でも広く用いられてい
る。
　このモデルにおいては、潜在的な消費者の導入
に関する意思決定はマスメディアや宣伝のような
外的なものと、社会的相互作用や口コミなどの内
的なものの 2 つの情報源によって影響されると想
定されている。そして、その 2 つの情報源は 2 つ
の異なるグループの導入者を生じさせる効果を持
つ。1 つ目はイノベーターと呼ばれる外的な情報
源だけに影響されるグループである。2 つ目は、
イミテーターと呼ばれる内的な情報源だけに影響
を受ける、つまりポジティブなフィードバックの
あるグループである。イミテーターは、既に新製
品を購入している数多くの導入者から内的な情報
を得ることで影響を受ける。つまり、イノベーター
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は販売の成長を駆り立てるが、イミテーターは普
及があるレベルに達したら、購買行動を起こすこ
とになる。
　Bass モデルでは、消費者が新製品を時間 tにお
いて採用する確率を、イノベーション係数 p とイ
ミテーション係数 qを用いて定義する。予測期間
においては、イノベーターの採用確率はイノベー
ション係数と同じであるが、イミテーターの採用
確率はイミテーション係数と採用率の累積との積
で定まる。時間 t まで製品を採用しないという条
件の下での時間 t で製品を採用する確率は、以下
のように表される。

( )
( )

( )
F t
f t

p
m
q
N t

1-
= +

ただし、 ( )tf を時間 t での採用率の分布関数、
( )F t を時間 t での採用率の累積分布関数、 m を

十分な普及の時間がかかって技術を採用した消費
者の人数である最終的な潜在市場、 ( )N t を採用
者の累積数とする。なお、潜在市場 mは普及のプ
ロセスで実現できる最大の採用者を表し、その値
は一定であると想定されている。ダイナミックな
潜在市場 ( )tm を用いることで柔軟的な構造とす
ることができる（Mahajan and Peterson, 1978）。
　Bass モデルは、製品の寿命が普及のプロセスと
整合するようデザインされており、冷蔵庫や冷凍
庫、テレビ、エアコン、乾燥機などの S 字型の曲
線で示される新製品の普及をとてもよく反映して
いる。つまり、このモデルは、販売量がクリティ
カルマスを過ぎると製品の普及のスピードは急激
に増大するが、製品市場が飽和点に達すると普及
の増加率は急激に低下する状況を表している。
　普及モデルの初期の適用は主に政府の政策の影
響がない技術に関して行われてきたが、破壊的な
イノベーションの普及においては、政策による普
及プロセスへの影響を無視できない（Ruan et al., 

2014）。Bass et al. （1994） はマーケティングミック
ス戦略の効果を考慮するために、Bass モデルに一
般的な関数を導入することで拡張した。そして、
その構造が極めて一般的であるために、マーケ

ティング戦略以外の外的な要因を考慮するために
様々な形式に拡張された（Radomes and Arango, 

2015）。このように、政策などの外的な要因が普
及プロセスに影響を与えるとき、Bass モデルを拡
張することでそのような介入の影響を扱うことが
できる（Guidolin and Mortarino, 2010）。その拡張
は政策などのように普及と相互作用する介入の効
果 を 分 析 す る の に 適 し て い る（Guseo et al., 

2007）。例えば、Yamaguchi et al. （2013） は、マー
ケティングの影響を考慮し、大阪市での PV 市場
の 普 及 を 分 析 し て い る。 ま た、Kumar and 

Krishnan （2002） は、ラーニング効果を考慮する
ため Bass モデルを拡張している。
　Bass モデルでは、市場での普及を研究する際に
利用できるデータがほとんどない場合、同じ国で
の別の製品やサービス、別の国での同じ製品や
サービスなどのデータを利用することで、他の市
場のパラメータを用いて分析することができる。
また、Bass モデルが他の普及モデルよりも好まれ
る重要な理由の一つは、単にモデルの予測がデー
タに合致するからではなく、理論的根拠により理
解できる解釈を提供するからである（Guidolin 

and Mortarino, 2010）。理解できる解釈が欠けてい
るのであれば、データに合致するだけでは不十分
である。
　しかしながら、普及における初期段階のデータ
だけを用いたのでは、Bass モデルによる普及全体
の予測には大きな不確実性を伴う。理論的には時
系列データをもとにパラメータ化した普及曲線で
分析することはできるが、実際にそれを実行する
には真の普及曲線の形が明確となるほどの長期間
のデータが必要である。もしそのような長期間の
データがなければ、イノベーションの普及の初期
段階の予測は、潜在的な市場の大きさや理論的な
普及曲線における現在の位置づけなどの重要な仮
定に依存することになる。そして、それらの仮定
から逸脱すると予測に重要な誤差を生じることに
なる。したがって、このモデルの分析においては、
様々な過程に依存していることを前提とした結果
の解釈が必要である。
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　4．離散選択モデル

　離散選択モデルでは、消費者は製品の様々な属
性を考慮して効用を最大化する選択を行い、消費
者の選択結果は離散数であるカテゴリカルな変数
となると考える。このモデルはこのように被説明
変数が質的変数やカテゴリカルな変数である場合
の統計的分析に用いられる。離散選択モデルは消
費者の意思決定を分析するのに適した手法であ
り、イノベーションの普及に関しても適用するこ
とができる（Lee et al., 2012）。離散選択モデルに
は、multinomial logit モ デ ル、probit モ デ ル、
mixed logit モデルのように様々な形式のモデルが
あるが、multinomial logit モデルが推定の容易さ
から最も広く用いられている。この multinomial 

logit モデルは、観察された消費者の効用である確
定項と誤差項で構成される確率効用モデルをベー
スとしており、以下のように表される。

U x Vni ni ni ni nib e e= + = +

ただし、 nは消費者、 iは選択肢、 x は製品の属
性ベクトル、 b は推定する係数ベクトルである。
この場合、消費者 nによる選択肢 jを選ぶ確率は
以下のように表される。

Pnj    ( , )Prob V V i jni ni nj nj 61e e= + + =[  

( , )Prob V V i jni nj nj ni 61e e= + - =Y

　上式での誤差項 nie は確率変数であるから、こ
のモデルはどの確率分布を仮定するのかで結果が
異なる。Multinomial logit モデルはタイプ I の極
値分布を仮定しており、選択肢 jが選ばれる確率
は以下のようになる。

P
e
e

e
e

nj
i
V

V

i
x

x

ni

nj

ni

nj

! !
= = b

b

l

l

これは数学的に導出された閉形式であり最尤法に
よって推計できる。
　このモデルでは消費者の選択に影響を与える要
因、例えば、政府のインセンティブ（Diamond, 

2009） や イ ノ ベ ー シ ョ ン（Kloess and Müller, 

2011）などを取り入れることができる。Liu and 

Cirillo （2018） は generalized dynamic discrete 

choice model を用いて、次世代自動車の普及要因
と政策の効果を検証している。Ma et al. （2019） は
mixed logit model を用いて、補助金以外の電気気
自動車の普及政策の効果について検討し、走行規
制を免除するなどの政策が効果的であることを明
らかにしている。

　5．システムダイナミックス

　システムダイナミックスとは、複雑な社会シス
テムの分析や政策提言のためのシミュレーション
モデルによる分析手法のことである（Forrester, 

1961）。この手法はフィードバックのある複雑な
システムの研究や管理を目的としたものであり、
技術や経済、社会、管理などの様々な要素をつな
ぐ首尾一貫した概念のモデルである。産業から社
会科学に至る多くの分野で適用され、自然科学や
工学の分野にも広がっている。
　環境に良い複数のイノベーションが競争し、そ
して絶対的に有利なイノベーションが存在しない
ような状況では、イノベーションの普及には長い
時間と費用を必要とするので、複数のイノベー
ションが互いに成長することは困難である。その
ため、市場の初期におけるわずかな技術的な優位
性を持つイノベーションによって生じる市場シェ
アの差は、市場の成長とともにフィードバック効
果によって急激に拡大する。この手法の主要な要
素はこのようなフィードバックループであり、他
のエージェントやシステム全体の決定に影響を与
えるエージェントの決定のメカニズムを表すこと
ができる。システムダイナミックスのシミュレー
ションのモデルは、ストックとフローの概念に
よって、変数間の複雑な因果関係を表すことがで
きる。ストックはシステムの状態を特徴づけて決
定を下す基礎となる情報を生じる。そして決定は
フローとなり、ストックを変化させることで
フィードバックループを閉じさせる（Sterman, 

2000）。この手法は非線形常微分方程式を用いた
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分析によって説明できる。このシステムダイナ
ミックスは複雑なシステムの理解を促し、意思決
定の強化によってより良い成果へ導くことを目的
としている。
　イノベーションの普及では、要因間において
フィードバックと相互作用があると考えることが
できる。つまり、イノベーションの普及では、ポ
ジティブなフィードバックによる急激な成長に
よってイノベーションの成功が実現するととも
に、ネガティブなフィードバックがイノベーショ
ンの成長を制限するという成長パターンが生じ
る。そのようなフィードバック効果は回帰分析に
よってパラメータを推定する手法では分析できな
いため、Bass モデルや離散選択モデルによってそ
のようなダイナミックなメカニズムを考えるのは
困難である。システムダイナミックスはそのよう
なフィードバックの構造によるシステムのダイナ
ミックな行動を分析する際に広く用いられてい
る。
　システムダイナミックスはフィードバックと相
互作用との関係を表すのに適しており、また循環
する因果関係を分析するのに有用である。システ
ムダイナミックスのモデルでは、ループや変数の
追加などによって構造を変化させることで、社会
や技術、経済、政策、管理などの側面から普及の
プロセスを分析することができる。システムダイ
ナミックスは、PV システムの普及（Movilla et al., 

2013）などエネルギー分野の研究で多く用いられ
ている。また、離散選択型の消費者選択モデルと
Bass モデルを統合し、消費者の選択とイノベー
ションとの循環的な因果関係を含むダイナミック
な相互作用を分析することができる（Struben and 

Sterman, 2008）。

　6．PVシステムの普及要因と政策

　再生可能エネルギーへの移行は、技術的な問題
だけでなく、イノベーションによる社会変化の受
容性などの社会文化的な問題にも直面する。持続
可能な移行が成功するにはコミュニティの構築が
重要である（Süsser and Kannen, 2017）。ここでは、

PV システムの普及を促す要因とともに、普及を
阻害する要因を明らかにする。そして、普及を効
率的に促すための政策についても検討する。
　PV システムの普及の要因については、家庭市
場においては、電力系統から電力を容易に利用で
きるかどうか（Faiers and Neame, 2006）、他の PV

システム導入者からの影響（Jager, 2006）、FIT

（Simpson and Clifton, 2015）などが重要である。
また、家庭市場での PV システムの普及は、消費
者の数が膨大であるため破壊的な潜在性を持って
いる。また、電力系統に接続される分散化された
PV システムでは運用上の問題がいくつか生じる
ため、電力会社と消費者との関係の解明が重要で
ある（Romero et al., 2016）。破壊的なイノベーショ
ンの場合、イノベーションの持つ新しい価値が普
及を妨げる要因となることがある（Wan et al., 

2015）。そのため、政府や規制当局はイノベーショ
ンが普及するための環境を整備する重要な役割を
担う（Ruan et al., 2014）。
　PV システムは非連続的なイノベーションであ
り、イノベーションに内在するリスクの認識とと
もに、PV システムの便益の認識が普及に強く影
響する（Vasseur and Kemp, 2015）。家庭市場での
PV システムの普及を妨げる要因としては、PV の
パネルに関する親しみの欠如（Jager, 2006）、情報
の欠如（Ray et al., 2016）、メンテナンスの必要性

（Zhai and Williams, 2012）などがあげられる。こ
のように、潜在的な導入者が PV システムの導入
に関する詳細な情報を持たない場合、それが普及
を阻害する主な要因となる。また、PV システム
導入における所得と学歴の関係（Sardinaou and 

Genoudi, 2013） や 環 境 に 対 す る 関 心（Islam, 

2014）なども議論されている。
　PV システムに関しては、Bass モデルによる分
析が数多くなされており、例えば、Denholm et al. 

（2009） はアメリカを事例として市場浸透予測モデ
ルを構築した。また Guidolin and Mortarino （2010）
は日本やドイツなどの国々のパラメータ推定を行
い、国によって投資の決定とインセンティブの関
係が異なることを明らかにしている。さらに、国
によって普及段階が異なるので、それぞれの強み
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に応じた政策が必要であるとしている。Lang et 

al. （2016） は屋根に設置する PV パネルで自家消費
する際の経済的パフォーマンスを評価し、その経
済 性 の 高 さ を 明 ら か に し て い る。Balali et al. 

（2017） は電力系統と接続したハイブリッドネット
ワークを構成する PV や風力発電のシステムの経
済性を分析している。Lund （2011） はグリッドパ
リティに着目した分析を行い、再生可能エネル
ギーの普及のためには電気料金の上昇が必要であ
るなどの結論を得ている。Ayompe et al. （2010） 

は、タリフ・パリティモデルを用いて電力系統に
接続した PV システムを様々な状況を想定して分
析し、グリッドパリティが実現する時期や環境を
分析した。
　PV システムの初期において普及に成功した国
として日本とドイツがあげられる。1990 年代の初
頭では両国とも再生可能エネルギー産業は大きく
なかった。しかし、グローバルな地球温暖化や化
石燃料の枯渇の問題への解決策として太陽光のエ
ネルギーを有効に活用するために PV システムに
対する需要が政策によって刺激されると、国内に
強い産業基盤と市場を構築したのである（Zhang 

et al., 2011）。日本やドイツは日射量が乏しいもの
の、その強い経済を生かして PV システムの研究
開発と商業化を政策によってサポートした。PV

産業の裾野が広がるにつれて PV システムの生産
費用は低下し、それが普及を促す原動力となった

（Nemet and Husmann, 2012）。日本とドイツは、
PV 産業のリーダーとなり、エネルギー供給のセ
キュリティーと環境問題を政策的に効果的に統合
することに成功した。
　PV システムは世界中に広がり、多くの国々で
PV システムの導入が拡大した。近年では、中国
がドイツから PV 産業におけるリーダーの座を奪
い、国内での効率的な生産を可能としている

（Huang et al., 2016）。現在、世界レベルで PV シ
ステムの導入が急増しているが、導入の増加率は
個々の市場で異なっている。このことは、PV シ
ステムの普及率は、政策に強く影響されることを
意味している（Reinsberger et al., 2015）。日本と
ドイツの初期の成功は、政府による強い関与が普

及を効果的に促すことを示している。このように、
個々の国の規制やインセンティブは、PV システ
ムがどのように普及するかに大きな影響を与える

（Zhao et al., 2011）。
　PV システムの普及における主なインセンティ
ブの一つは FIT である。これは PV システムなど
の再生可能エネルギーで発電した電力を電力系統
に供給した発電者にプレミアムの価格を支払うこ
とで、再生可能エネルギーの導入を効果的な方法
で促進するための手法である（Zahedi, 2010）。
FIT で定めるタリフは PV システムの導入による
利益を直接決定するので、FIT の制度設計が PV

の 普 及 に 大 き な 影 響 を 与 え る（Ossenbrink, 

2017）。
　しかしながら、FIT の運用には多大な財政負担
を必要とするため、その費用対効果が問われてい
る。例えば、FIT によって急激に PV システムを
普及させたドイツでは、日射量が乏しい地域での
高コストな FIT の運用が議論となり、望ましい
フィードインの政策デザインが検討され、タリフ
のレベルを市場の成長に合わせて低下させるメカ
ニズムを構築した（Wand and Leuthold, 2011）。イ
タリアでも同様に FIT により PV システムの導入
が急拡大したが、多大な FIT の負担が議論となり、
PV システムの普及が大きく減速した（Antonelli 

and Desideri, 2014）。日本においても、補助金に
関する議論の中で PV 産業は競争可能なレベルに
達したと判断され、2011 年までに補助金が低下し、
PV シ ス テ ム の 普 及 が 停 滞 し た（Zhang et al., 

2011）。PV システムの普及を促進する FIT 以外の
政策に関する研究は数多くなされている。例えば、
Dong et al. （2017） は投資税額控除などの税制や
ネットメータリングなどの政策の効果を分析して
いる。Adepetu and Keshav （2016）は、PV パネル
と蓄電池を統合したシステムの普及に対する導入
費用の補助などのいくつかの政策の効果を比較分
析している。
　PV システムの便益においては運用パターンな
どによって大きな偏差が生じるため、PV システ
ムの効率的な普及には、このことを考慮する必要
がある。さらに経済的や環境的な効率性は地理的
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に大きく変化する。Cai et al. （2013） は、住宅用の
PV システムの導入における価格の地理的な変化
やエネルギー利用の不均一性の影響を分析した。
そして、普及率は燃料費が高かったりエネルギー
の利用が大きかったりするしたことを経験した消
費者の間でより大きいことを示した。このような
利用パターンや地理的な不均一性に対処する方法
として、Carrie Armel et al. （2013） は、スマート
メーターによりエネルギー使用に関する家庭固有
の情報を提供し、それによりエネルギー効率化の
個別化されたプログラムを知らせることによる対
策が効果的であることを示した。また、Inhoffen 

et al. （2019） はタリフが高い場合、日射量が小さ
く PV システムの発電には適していない地域での
普及が進むという非効率性が生じる可能性を指摘
した。CO2 をより排出する電力を利用している地
域に対する政策の効果は、排出が少ない地域に対
するものより大きい。エネルギーの効率化による
便益が行動や地理による不均一性に依存している
にもかかわらず、多くの政策ではエネルギー効率
化のプログラムの目的であるエネルギーの節約を
増大させるようには最適化されていない。このよ
う な 問 題 に 対 し て は、Guidolin and Mortarino 

（2010） が指摘するように、地域ごとの特性を見極
めたうえでの個別の政策が必要となるだろう。

　7．結論

　本稿では、イノベーションの普及のメカニズム
を説明し、PV システムの普及の要因とそれを妨
げる要因について検討した。そして PV システム
の普及のための政策の効果を検討することで、望
ましい普及政策について議論した。以下では、得
られた成果をもとに、今後の日本での PV システ
ムの効率的な普及を実現するための研究課題を検
討したい。
　日本の現在の電源構成における再生可能エネル
ギーの割合は 15% 程度であり、2030 年度の目標で
ある 22 ～ 24% とするには、再生可能エネルギー
の効率的な普及が課題となっている。2019 年から
電力固定価格買取制度（FIT）の終了が開始したが、

電力の買い取り価格が大きく低下するため、余剰
電力の有効活用が問題となっている。その際、蓄
電池を用いた自家消費や地域で余剰電力を取りま
とめて管理するアグリゲーターの役割が重要とな
り、地域のニーズに合致した PV システムの有効
利用と、さらなる PV システムへの効率的な投資
が重要課題となる。PV システムの普及を適切に
コントロールするためには、PV システムの普及
のプロセスをモデル化し、その分析を通じて政策
の効果を検証する必要がある。また PV システム
の普及が進むと、よりリスクに敏感な消費者が導
入の検討を始めることになる。リスク許容の度合
いに応じたリスク軽減策をとるためには、PV シ
ステムの普及と消費者のリスク回避度の関係を分
析する必要がある。その際、フィードイン・プレ
ミアムのようなタリフによる政策や、システム導
入に対する補助金の供与などが考えられる。消費
者が新技術の導入による将来の費用削減をどのよ
うに評価するのかについては、Hausman （1979） 

以降、数多くの研究がなされている。もし、消費
者が導入費用と比べて将来の費用の割引現在価値
にあまり反応しないのであれば、エネルギーの効
率化に対して過小評価していると見なすことがで
きる。PV システムの導入に対しても、消費者は
導入費用と将来の電力費用を比較検討して決定す
ると考えられる。その場合、消費者が導入費用を
重視するのであれば、設置に対する補助金の方が
効果的となる。このようにどのようなリスク軽減
策が望ましいのかについては、消費者の将来の費
用削減効果をどのように評価しているのかに依存
するため、このことを解明するのが課題である。
PV システムなどの再生可能エネルギーの普及を
図る政策は全国一律的であるため、地域の実情に
合わせた普及のコントロールが必要である。つま
り、不適な地域での設置を抑止し、望ましい土地
での設置を誘導する必要がある。そのためには、
地域の文化や産業、気象などの様々な要因を組み
合わせて分析する必要がある。市町村単位といっ
た詳細なレベルでの需要分析によるイノベーショ
ンを普及させるメカニズムの解明も今後の課題で
ある。　　　　　
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Diffusion of innovation and policy on diffusing  
photovoltaic system

KIYOSHI ARAKAWA

Department of Social Information Studies, Otsuma Women’s University

Abstract
In recent years, issues related to global warming and fossil fuel depletion, promotion of energy 

efficiency, and the use of renewable energy have become crucial from the perspective of energy 

and industrial policies. The concept of photovoltaic system as a renewable energy source is 

gradually gaining popularity; however, it should be diffused efficiently in terms of costs and 

geography in the near future. Such diffusion requires planning policies to promote efficient 

installation of photovoltaic system by identifying factors influencing investment and predicting the 

spread of such innovation. This study discusses desirable policies on the diffusion of photovoltaic 

system by explaining the mechanism of diffusion of such innovation with factors both stimulating 

and preventing diffusion and verifying the policies. 

Key Words（キーワード）
innovation（イノベーション），diffusion（普及），renewable energy（再生可能エネルギー），
photovoltaic system（太陽光発電システム）

13荒川：イノベーションの普及と太陽光発電システムの普及政策


